
 

荒 川 区 
令 和２年 ４月３０日 

 

荒川区の給与・定員管理等について 

 

１ 総括  

(1) 人件費の状況（普通会計決算）  

区 分 
住民基本台帳人口 

(平成31年1月1日) 

歳 出 額 

        ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

      ｂ 

人件費率 

 ｂ／ａ 

(参考)平成29年度

の人件費率 

平 成 

3 0年 度 

       215,966 

人 

92,879,934

千円 

 2,799,358 

千円 

16,417,773 

千円 

 17.68 

 ％ 

           17.82 

％ 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

    ａ  

給     与     費 一人当たり 

給与費 b / a  

 

 

 

 

(参考)23区平均 

一 人 当 た り 給 与 費       給   料  職員手当    期 末 ･ 勤 勉 手 当     計  ｂ  

平 成 

3 0年 度 

1 , 5 8 6  

人  

5,671,587 

千円 

2,088,219 

千円 

2,652,239

千円 

10,412,045 

千円 

6,565 

千円 

6,830 

千円 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成 30 年 4 月 1 日現在の人数である。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま

れており、職員数には当該職員を含んでいない。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給

表（一）適用職員の俸給月額を 100 として計算した指数。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

したものである。 

３ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス

指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較する

ため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の支給基準に基づ

く地域手当支給率）により算出。） 



 

(4) 給与改定の状況  
    ①月例給 

 

区 分 

 

 人事委員会の勧告  

給与改定率 

 

 

 

 

(参考) 

国の改定率 

 

民間給与 

ａ 

公務員給与 

ｂ 

較差 

ａ－ｂ 

勧告 

（改定率） 

元年度 383,189円 385,424円 
△2,235円 

（△0.58％） 
△0.6％ △0.6％ 

 

 
0.09% 

  （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス 

 パイレス比較した平均給与月額である。 

 

    ②特別給 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告  

年間支給月数      

 

 

 

 

(参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合    ａ 

公務員の 

支給月数  ｂ 

較差 

ａ－ｂ 

勧告 

（改定月数） 

元年度 4.65月 4.5月 0.15月 0.15月 4.65月 
 

 
4.5月 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支

給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  
    ①月例給 

[ 実施  未実施 ] 

〔給料表の改定実施時期〕 

  平成 27 年 4 月 1 日 

〔内容〕 

行政職給料表（一）給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均 1.8%引き下げ。他の給

料表については、行政職給料表（一）給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。 

 

②地域手当の見直し 

〔支給割合〕 

  20％（国基準の 20％と同等） 

〔実施時期〕 

平成 27 年 4 月 1 日から実施 

 

③その他見直し内容 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。 

（平成 27 年 4 月 1 日実施） 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（平成 31 年 4 月 1 日現在）  

    ①一般行政職                                                                            

  

 

 

 

 

 

区 分 
平 均 年 齢      

 

平均給料月額 

 

平均給与月額 

 

平均給与月額 

（国比較ベース） 

荒川区    40.0歳      299,171円     421,599円     376,955円 

東京都 41.7歳 314,459円  448,732円  395,986円  

国 43.4歳 329,433円  － 411,123円  

特別区 40.8歳 304,486円  427,789円  382,618円  

 



 

②技能労務職                                                                            

 

 

 

 

 

 

区 分 
公務員 民間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 
（ａ） 

平均給与月額 
（国比較ベース） 

対応する民間の 
類似職種 平均年齢 

平均給与月額 
（ｂ） ａ／ｂ 

荒川区 5 3 . 3歳  1 2 1人  3 0 1 , 0 8 3円  4 0 5 , 3 5 7円  3 7 0 , 5 0 3円  －  －  －  －  

 清 掃 職 員  5 2 . 0歳  5 7人  3 1 4 , 0 8 9円  4 5 2 , 0 0 7円  3 8 8 , 6 7 2円  廃棄物処理業従事員 4 5 . 9歳  2 9 9 , 6 0 0円  1.51 

 用務 員  5 4 . 2歳  5 9人  2 9 1 , 9 1 0円  3 6 6 , 0 2 7円  3 5 7 , 5 3 8円  用 務 員  5 5 . 6歳  2 1 1 , 6 0 0円  1.73 

その他  5 7 . 8歳  5人  2 6 1 , 0 6 0円  3 3 7 , 6 2 3円  3 1 6 , 3 7 2円  －  －  －  －  

都 4 9 . 9歳  1 , 3 8 0人  2 9 1 , 6 1 7円  3 9 3 , 2 4 6円  3 6 1 , 1 3 9円  －  －  －  －  

国 5 0 . 9歳  2 , 4 3 1人  2 8 7 , 3 1 2円  －  3 2 9 , 3 8 0円  －  －  －  －  

特別区 5 2 . 3歳  平均2 8 2人  2 9 9 , 7 8 2円  4 0 5 , 3 5 2円  3 6 9 , 9 7 9円  －  －  －  －  

 

区 分 

参   考 

年収ベース（試算値）の比較 
公務員 
（ｃ） 

民間 
（ｄ） ｃ／ｄ 

荒川区 － －  － 

 清 掃 職 員  7 , 2 2 0 , 3 0 4円  4 , 1 0 2 , 9 0 0円  1 . 7 6  

 用務員  5 , 9 5 6 , 3 0 0円  2 , 8 8 3 , 4 0 0円  2 . 0 7  

 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成28～30年の3ヶ年平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 

※年収ベースの「公務員（ｃ）」及び「民間（ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前

年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。 

 

    ③教育職（小・中学校（幼稚園））                                                                                

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

荒川区      34.3歳 307,675円    403,077円 

東京都     40.2歳 337,408円     436,727円 

特別区      36.9歳 317,758円     425,857円 

    

 （注）１ 「平均給料月額」とは、平成 31 年 4 月 1 日現在における職種ごとの職員の基本給の平均で

ある。 

        ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間     

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお     

いて明らかにされているものである。 

       また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。 

(2) 職員の初任給の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）  

区    分 荒川区 東京都 国 

一般行政職 

 

大 学 卒 183,700円  183,700円      185,200円 

高 校 卒          147,100円  145,600円     148,600円 

技能労務職 高 校 卒          139,400円  143,000円           －  円 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区    分 経 験 年 数 1 0 年         経 験 年 数 2 0 年         経 験 年 数 2 5 年         経 験 年 数 3 0 年         

一般行

政職 

大 学 卒    271,823円      360,006円      379,009円      398,665円 

高 校 卒  199,550円      315,408円 

（20～22歳） 

     342,723円 352,333円 

技能労

務職 

高 校 卒     -   円     -   円      288,000円      314,379円 

中 学 卒          -   円          -   円          -   円          -   円 



 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

( 1 )  一般行政職の級別職員数の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給 

の給料月額 
最高号給 
の給料月額 

７ 級 統 括 部 長  0人  0 . 0％  452,700円 541,900円 

６  級  部 長  20人      1 . 8％  307,300円 515,500円 

５  級  課 長   53人     4 . 8％   285,000円 455,000円 

４  級  課 長 補 佐   58人     5 . 2％  254,200円 429,200円 

３  級  係 長   186人   1 6 . 8％  227,300円 407,300円 

２  級  主 任   377人   3 4 . 0％  197,100円 358,400円 

１  級  
係 員（ 2級 か ら 6級 ま で の 職 務
の 級 に 属 さ な い 職 員 の 職 務 ） 

    416人   3 7 . 5％  142,500円 324,800円 

 

  （注）１ 荒川区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （注）平成 30 年に 9 級制から 7 級制に変更している。 

（旧給料表の 1 級と 2 級及び 5 級と 6 級をそれぞれ統合） 

  



 

(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

(3) 昇給への人事評価の活用状況（荒川区） 

平成 31 年 4 月 2 日から令和 2 年 4 月 1 日 

までにおける運用 

荒川区 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の区分も適用 
 

○ ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用 ○       

標準に加え、下位の区分も適用         

標準の区分のみ適用         

ロ 人事評価を実施していない     

 

【参考】 
１．勤務成績の評定の実施状況 

地方公務員法第 23 条の 2 に基づき､毎年 1 月 1 日を評定日として全職員に対して人事評価

を実施しています｡ 

なお､平成 19 年度から能力･業績に基づく人事考課制度を実施しています｡ 

 

２．昇給への人事評価の反映状況 

この人事評価の評定結果を参考にして､昇給区分(6～0 号)を決定しています(良好な成績の

場合は 4 号昇給)｡平成 31年 4月 1日の昇給において､対象職員(1,702名)のうち､成績上位者への昇給区分

(6 号､5 号)に決定されたものは､432 名であり､割合は 25.4%でした｡ 

 

４ 職員の手当の状況  

(1)  期末手当・勤勉手当  

荒川区 東京都 国 

1人当たり平均支給額 

(平成30年度) 

        1,533千円 

1人当たり平均支給額 

(平成30年度) 

        1,874千円 

- 

(平成30年度支給割合) 

 期末手当      勤勉手当 

2 . 6 0月分     1 . 9 0月分 

  (1.45)月分   (0.90)月分 

(平成30年度支給割合)  

 期末手当      勤勉手当 

   2.60月分     2.00月分 

 (1.45)月分   (0.95)月分 

(平成30年度支給割合)         

 期末手当      勤勉手当 

   2.60月分     1.85月分 

 (1.45)月分   (0.90)月分 
 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

職 務 段 階 別 加 算  5～ 20％  

管 理 職 加 算    1 5～ 2 0％  

 

 （加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置              

職 務 段 階 別 加 算  3～ 20％  

管 理 職 加 算    1 5～ 2 5％  

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

役 職 加 算    5～ 2 0％  

管 理 職 加 算   1 0～ 2 5％  

 （注）１ (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

    ２ 管理職員の期末手当の支給割合は 2.20 月分、勤勉手当の支給割合は 2.30 月である。 

  



 

○勤勉手当への人事評価の活用状況（荒川区） 

令和元年度中における運用 

荒川区 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用 
 

○ ○ ○ 

標準に加え、上位の成績率も適用 ○       

標準に加え、下位の成績率も適用         

標準の成績率のみ適用         

ロ 人事評価を実施していない     

 

【参考】勤勉手当への人事評価の反映状況 

 

１．人事評価の実施状況 

地方公務員法第 23 条の 2に基づき､全職員に対して人事評価を実施しています｡ 

 

２．勤勉手当への人事評価の反映状況 

  こ の人事評価の評定結果を参考にして ､勤勉手当の支給割合 (成 績率 )を 決定しています ｡

11292/10000～ 9450/10000 の間(平成 31 年 6 月期)､11267/10000～ 9450/10000 の間(平成 31

年 12 月期)で決定｡ 

 

(2) 退職手当（平成 31 年 4 月 1 日現在）    

荒川区 国 

（支給率）       自己都合     勧奨・定年 

勤 続 2 0 年             18.00月分    24.55 月分 

勤 続 2 5 年             28.00月分     32.95 月分 

勤 続 3 5 年             39.75月分     47.70 月分 

最高限度額        39.75月分     47.70 月分 

・その他の加算措置 

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置   

（ 2～ 20％ 加 算 ）  

 

1人当たり平均支給額  1 , 3 3 5千円   2 0 , 8 0 5千円 

（支給率）      自己都合      応募認定・定年 

勤 続 2 0 年          19.6695 月分  24.586875 月分 

勤 続 2 5 年          28.0395 月分  33.27075 月分 

勤 続 3 5 年          39.7575 月分  47.709 月分 

最高限度額     47.709 月分   47.709 月分 

その他の加算措置                  

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置   

（ 割 増 率 2～ 45％ 加 算 ）  

 （注）退職手当の 1 人当たり平均支給額は、平成 30 年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

  



 

(3) 地域手当    (平成 31 年 4 月 1 日現在) 

支 給 実 績(平成30年度決算) 1,173,633千円 

支給職員1人当たり平均支給年額(平成30年度決算)      678,012円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率) 

特 別 区     20%         1,621人        20% 

地域手当補正後ラスパイレス指数 

（ラスパイレス指数） 

98.8 

(98.8) 

（注） 地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公

務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。 

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の支給基準に基づく

地域手当支給率）により算出。） 

 

(4) 特殊勤務手当（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

支給実績 

(平成30年度決算) 

               

  15,395千円 

支給職員1人当たり平均支給年額 

(平成30年度決算) 

                

69,661円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 

(平成30年度) 

               

       12.8％ 

手当の種類(平成30年度手当数) 3種 類  

手当の名称 
主な支給 

対象職員 
主な支給対象業務 

支給実績 

（平成30年度決算） 
左記職員に対する支給単価 

特定危険現場

手当 

工 事 監 督

業 務・検 査

業 務 等 従

事 職 員  

工 事 の 監 督 等 に 従 事

す る 職 員 が 建 築 現 場

等 に お い て 、 地 上 10

メ ー ト ル 以 上 の 足 場

の 不 安 定 な 箇 所 で 勤

務 し た 場 合 等  

1 5千 円  日 額 2 8 0～ 3 8 0円  

保健福祉業務

手当 

生 活 保 護

業 務・保 健

所 業 務 等

従 事 職 員  

訪 問 員 と し て 生 活 保

護 法 等 に 定 め る 業 務

を 行 う た め 、 家 庭 等

の 訪 問 業 務 に 従 事 し

た 場 合 等  

4 , 4 2 4千 円  日 額 1 6 0～ 7 2 0円  

清 掃 業 務 従

事 職 員 特 殊

勤 務 手 当  

清 掃 業 務

従 事 職 員  

ご み の 収 集 作 業 又 は

自 動 車 に よ る 運 搬 作

業 に 従 事 し た と き 等  

9 , 8 9 9千 円  日 額 7 0 0円  

 

 

(5) 時間外勤務手当  

支 給 実 績 （ 平 成 30年 度 決 算 ）  4 2 6 , 8 5 3千円 

職員１人当たり平均支給年額（ 平 成 3 0年 度 決 算 ）  2 9 2 , 7 6 6円  

支 給 実 績 （ 平 成 2 9年 度 決 算 ） 4 0 9 , 3 1 6千円 

職員１人当たり平均支給年額（ 平 成 2 9年 度 決 算 ）  2 7 3 , 6 0 7円  

（注） 職員 1 人あたりの平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○○年度決算）」と同じ

年度の 4 月 1 日の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く）であり、短時間勤務職員を含む。 



 

(6) その他の手当（平成 31 年 4 月 1 日現在）  

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制 
度との 
異同 

国の制度 
支給実績 

(平成30年度決算) 

支 給 職 員 １ 人 
当たり平 均  
支 給 年 額 
(平成30年度決算) 

扶養手当 

 
 
･配偶者   6,000 円 
･子     9,000 円 
･配偶者及び子以外の扶養親

族 
    １人 6,000 円 
･満 16 歳となる年度初
めから満 22 歳となる
年 度末ま でに該当 す
る子 

１人 4,000 円加算 

異なる 

 
 
･配偶者   6,500円 
･子     10,000円 
･配偶者及び子以外の扶養親
族      １人6,500円 
･満 16 歳となる年度初めか
ら満 22 歳となる年度末ま
でに該当する子 

１人5,000円加算 
 

93,985千円 173,404円 

住居手当 

①世帯主等であり、自
ら居住するための住居
を 借 り 受 け 、 月 額
27,000 円以上の家賃を
払っている者 
・27 歳まで 
  27,000 円 
・28 歳から 32 歳まで 
  17,600 円 
・33 歳以降 
  8,300 円 
 
②単身赴任手当を支給
され、配偶者等が現に
居住する住居に同居す
るときに世帯主となる
者で、配偶者等が居住
するための住居を借り
受け、月額 27,000 円以
上の家賃を払っている
者 
・27 歳まで 
  13,500 円 
・28 歳から 32 歳まで 
  8,800 円 
・33 歳以降 
  4,100 円 

異なる 

12,000 円を 
超 える住居 
を 借りてい 
る職員  

家 賃 が
23,000 円 
以下のとき 
 
( 家 賃 －
12,000円) 

56,092千円 148,392円 

家 賃 が
23,000 円を
超えるとき 
（ 家 賃 －
23,000 円）
×1/2 
+11,000円 
 
（限度額 
27,000円） 

・単身赴任手当が支給
される職員で、配偶者
等が借家・借間に居住
する者は、上記の手当
額の 2 分の 1 

通勤手当 

 
（異なる内容のみ記載） 
・交通用具（自動車等）使用
者へは距離に応じて支給す
る。 
片道５km 未満 2,600 円 

片道５km 以上 10km 未満 

  3,000 円 

片道 10km 以上 15km 未満 

  5,000 円 

片道 15km 以上 20km 未満 

  7,000 円 

片道 20km 以上 25km 未満 

  9,000 円 

片道 25km 以上 35km 未満 

 11,000 円 

片道 35km 以上 

13,000 円 

 

通勤不便等のとき 

2,600 円～20,400 円 

身体障害者 

3,900 円～24,900 円 

 

異なる 

 
・交通用具（自動車等）使用
者へは距離に応じて支給す
る。 
片道５km未満 2,000円 
片道５km以上10km未満 

 4,200円 
片道10km以上15km未満 

    7,000円 
片道15km以上20km未満 

   10,000円 
片道20km以上25km未満   

12,900円 
片道25km以上30km未満 

   15,800円 
片道30km以上35km未満 

   18,700円 
片道35km以上40km未満    

21,600円 
片道40km以上45km未満 

   24,400円 
片道45km以上50km未満 

   26,200円 
片道50km以上55km未満 

   28,000円 
片道55km以上60km未満 

   29,800円 
片道60km以上 

 31,600 円 

 

176,218千円 128,345円 



 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制 
度との 
異同 

国の制度と 
異なる内容 

支給実績 
(平成30年度決算) 

支 給 職 員 １ 人 
当たり平 均  
支 給 年 額 
(平成30年度決算) 

管理職手当 

管理監督の地位にある
職員の職の特殊性に基
づき支給される手当 
 
 

92,300～127,600 円  

異なる 46,300 円～130,300 円  102,492千円 1,164,682円 

初任給 

調整手当 

専門的な知識を有する職員
の採用を容易にするため、支
給される手当 
 
医療職給料表（一）の
職務にある職員 
 118,000～ 268,500円  

異なる 

支給対象者は医療に加え、科
学技術の専門知識を有する
職員があり、また勤務地によ
り異なる 
 

 8,800～ 414,800円 

7,199千円 2,399,667円 

管理職員 

特別勤務 

手当 

管理職員が、臨時又は緊急の
必要その他公務の運営の必
要により、週休日又は休日に
勤務した場合に支給する手
当 
１回あたり 

4,000～ 18,000円 
（勤務時間等により異なる） 

異なる 
１回あたり 

3,000～ 27,000円 
（勤務時間等により異なる） 

1,535千円 69,773円 

単身赴任 

手当 

公署を異にする異動等に伴
う転居のため単身で生活す
る職員へ支給される手当 
 
基礎月額  30,000円 
加算月額 6,000～14,000円 

(距離に応じて支給) 

異なる 

基礎月額や距離に応じた加
算月額が異なる 
 
基礎月額 30,000円 
加算月額 8,000～ 

70,000円 
(距離に応じて支給) 

0千円 0円 

休日給 

休日に正規の勤務時間
中に勤務することを命
じられた職員へ支給さ
れる手当 
 
（単価） 
勤務１時間当たり給与額 

×135/100 

同じ － 29,780千円 230,853円 

夜勤手当 

正規の勤務時間として
午後 10時から翌日午前
5時ま での間に勤務す
ることを命じられた職
員へ支給される手当 
 
（単価） 
勤務１時間当たり給与額 

×25/100 

同じ － 0千円 0円 

宿日直 
 

手当 

宿日直勤務を命ぜられ
た職員に支給される手
当 
 
一般    5,900円 
非常災害  9,100円 等 
（１回あたり） 

異なる 
勤務の態様に応じ、勤務１
回につき4,400～21,000円
を支給 

5,037千円 70,944円 



 

５ 特別職の報酬等の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）  

区     分 給 料 月 額 等                     

給 

 

料 

区 長 

副 区 長 

 

              1,150,000円 

                922,000円 

（参考）特別区における最高／最低額 

1,256,500円／   974,800円 

1,014,800円／   828,600円 

報 

 

酬 

議      長  

副   議   長  

議      員  

                922,000円 

                789,000円 

                606,000円 

956,000円／  861,200円 

813,300円／  756,100円 

622,200円／  589,000円 

期 

末 

手 

当 

区      長  

副   区   長  

（平成30年度支給割合） 

                    4.050月分 

 

議      長  

副   議   長  

議      員  

（平成30年度支給割合） 

                    4.050月分 

 

退 

職 

手 

当 

 （算定方式）  （１期の手当額）  （支給時期）  

区      長  給料月額×在職年数×500/100   23,000千円 任期ごと 

副   区   長  給料月額×在職年数×400/100   14,752千円 任期ごと 

（注） 退職手当の「1 期の手当額」は、4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、 

1 期（4 年＝48 月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

６ 職員数の状況  

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由  
                                                     (平成 31 年 4 月 1 日現在） 

          区 分 
部 門 

職  員  数 対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由            
平成30年 令和元年 

 
普 
 
通 
 
会 
 

計 

 

部 

 
門 
 

一 
般 
行 
政 
部 
門 

議 会  
総 務  
税 務  
民 生  
 

衛 生  
労 働  
商 工  
土 木  

11 
331 
56 
570 
 

234 
3 
34 
154 

11 
334 
59 
588 
 

238 
2 
35 
160 

0 
3 
3 
18 
 
4 

△ 1 
1 
6 

 
育休代替職員の増等       
特別区税務課長会幹事長業務等 
児童相談所の開設準備・待機児童対策の推 
進等 
子育て世代包括支援センター機能の構築等 
一般任期付職員の減 
プレミアム付き商品券事業への対応 

あらかわ遊園・宮前公園整備への対応 

計 1,393 1,427 34 
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 66.08 人  

教育部門 193 194 1 幼稚園における預かり教育の開始等 

小   計 1,586 1,621 3 5  
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 75.06 人 

公 
営会 
企計 
業部 
等門 

国 民 健康保険事
業等 

81 81  0  

小   計 81 81 0  

合  計 
1 , 6 6 7  

[ 1 , 5 9 0 ]  
1 , 7 0 2  

[ 1 , 6 2 4 ]  
35 
＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数 78.81人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

 

 



 

 (2) 年齢別職員構成の状況（平成 31 年 4 月 1 日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 
～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

 

職員数 
3 

人 

112 

人 

174 

人 

224 

人 

178 

人 

152 

人 

151 

人 

161 

人 

171 

人 

134 

人 

158 

人 

84 

人 

1,702 

人 

 

 

 (3) 職員数の推移  
（単位：人・％） 

年度 

部門別 

平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 過去5年間 

の増減数（率） 

一般行政 1,278 1,293 1,325 1,361 1,393 1,427 149(11.7%) 

教育 208 202 204 193 193 194 △14(△6.7%) 

普通会計計 1,486 1,495 1,529 1,554 1,586 1,622 135(9.1%) 

公営企業等会計

計 
78 76 78 77 81 81 3(3.8%) 

総合計 1,564 1,571 1,607 1,631 1,667 1,702 138(8.8%) 

 （注） 各年における定員管理調査において報告した職員数。 

 


